
（案） 

千葉市シルバーハウジング生活援助員派遣事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 千葉市シルバーハウジング生活援助員派遣事業（以下「事業」という。）は、千葉

市営住宅シルバーハウジング管理要綱第２条に規定するシルバーハウジング（以下「シ

ルバーハウジング」という。）に生活援助員を派遣し、もってシルバーハウジングに入居

している者（以下「入居者」という。）が地域の中で自立して安全かつ快適な生活を営む

ことができるよう、その在宅生活を支援することを目的とする。 

 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は千葉市とする。ただし、事業の運営については社会福祉法人等

に委託することができる。 

 

（要件） 

第３条 生活援助員は次に掲げる要件を満たす者でなければならない。 

（１）心身ともに健康であること。 

（２）高齢者福祉に関し理解と熱意を有すること。 

（３）高齢者の生活に関する相談、家事、緊急時の対応等を適切に実施する能力を有する

こと。 

 

（業務） 

第４条 生活援助員は、入居者の安全かつ快適な生活を支援するため、入居者に対して、

次に掲げるサービスを提供するものとする。 

（１）入居者からの保健、福祉等に関する相談に応じ、適切な助言を行うこと。 

（２）シルバーハウジングに設置された通報装置等により、入居者の生活に異常が認めら

れる場合には、速やかに安否確認を行うこと。 

（３）入居者が一時的に家事援助等を必要とする場合には、必要な援助を行うこと。 

（４）入居者が緊急に援助を必要とする場合には、関係機関等へ連絡をとるなど、適切な

措置を行うこと。 

（５）入居者が保健及び福祉のサービスを必要とする場合は、関係機関に連絡をとり、必

要に応じて申請の便宜を図るなどの対応を行うこと。 

（６）その他入居者の日常生活に必要な援助を行うこと。 

 

（勤務形態等） 

第５条 生活援助員の勤務日は、月曜日から金曜日までとする。ただし、国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１



（案） 

月３日までの日を除くものとする。 

２ 勤務時間は午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとする。 

３ 生活援助員の勤務日以外の日及び勤務時間以外の時間については、常に適切な対応が

図られるよう連絡体制を整備しなければならない。 

 

（緊急時の対応） 

第６条 生活援助員は、入居者から緊急通報があった場合において、入居者の応答がない

とき、その他入居者の身体及び生命に危険があると認められるときは、シルバーハウジ

ングに立ち入ることができる。 

 

（秘密の保持） 

第７条 生活援助員は、入居者のプライバシーの尊重に万全を期さなければならない。 

２ 生活援助員及びこの事業に関係する者は、事業に関し知り得た秘密を正当な理由なく

他に漏らしてはならない。 

 

（入居者登録証の提出等） 

第８条 シルバーハウジングに入居することが決定した者は、千葉市シルバーハウジング

入居者登録証（様式第１号）に必要な事項を記入し、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、生活援助員が第４条各号に掲げる業務を行うに当たり必要があると認めると

きは、生活援助員に対して、入居者登録証に記載された情報を提供することができるも

のとする。 

 

（入居者の費用負担） 

第９条 入居者は、別表に定めるところにより生活援助員派遣に要する費用（以下「費用

負担額」という。）を負担するものとする。 

２ シルバーハウジングに入居している世帯の生計中心者は、課税状況届出書（様式第２

号）を毎年指定された時期に市長に提出し、費用負担額の決定を受けなければならない。 

  ただし、入居者から課税状況届出書の提出がなく、入居者の収入の状況が把握できな

い場合において、入居者に催促をしたにもかかわらず、特段の理由がなく相当期間応じ

ないときは、当該費用負担額の階層区分をＦ階層とすることができる。 

なお、その場合において、費用負担額の決定後に入居者の収入の状況が把握できたと

きは、その収入に応じて、遡って費用負担額の階層区分の変更を決定することができる。 

３ 費用負担額の適用期間は、８月１日から翌年の７月３１日までとする。ただし、８月

２日以降の新規入居者の適用期間は、入居日から直近の７月３１日までの間とする。 

４ 市長は、費用負担額の決定をしたときは、シルバーハウジング生活援助員派遣費用負

担額決定通知書（様式第３号）により、入居者に通知しなければならない。 



（案） 

５ 月の途中においてシルバーハウジングに入居し、またはこれを明け渡した場合におけ

る当該月の費用負担額は、別表に定める額に入居日数を乗じて得た額を当該月の日数で

除して得た額とする。ただし、この場合において、１０円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額とする。 

６ 市長は、第３項に基づく費用負担額の適用期間内において、費用負担額の階層区分の

変更を認めるに足りる事実を把握できたときは、階層区分の変更を決定することができ

る。 

 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は、保健福祉局

長が別に定めるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は平成２２年４月１日から施行する。 

２ 第８条及び第９条の規定については、この要綱の施行時においてもおこなうことがで 

 きる。 

    附 則 

１ この要綱は平成２４年７月２５日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は平成２６年６月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は平成２８年４月１日から施行する。 

    附 則 

１ この要綱は平成２８年６月１日から施行する。ただし、別表の規定は平成２８年８月

１日以後の負担額に適用し、同日前の負担額についてはなお、従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は平成３０年６月１日から施行する。ただし、別表の規定は平成３０年８月

１日以後の負担額に適用し、同日前の負担額についてはなお、従前の例による。 

 

 

 

 



（案） 

 

 

別表 

利 用 者 世 帯 の 階 層 区 分  
費 用 負 担 額  

（１か月当たり） 

Ａ 

生活保護法による被保護世帯又は中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律による支援給付を受けている世帯 

 

０円 

Ｂ Ａ階層を除き、生計中心者の前年分市民税所得割額非課税世帯 ０円 

Ｃ 
Ａ階層を除き、生計中心者の前年分市民税所得割額 

１１，５２０円以下の世帯 
１，５００円 

Ｄ 
Ａ階層を除き、生計中心者の前年分市民税所得割額 

１１，５２１円以上３８，８８０円以下の世帯 
２，６００円 

Ｅ 
Ａ階層を除き、生計中心者の前年分市民税所得割額 

３８，８８１円以上５０，４００円以下の世帯 
３，８００円 

Ｆ 
Ａ階層を除き、生計中心者の前年分市民税所得割額 

５０，４０１円以上の世帯 
４，９００円 

 

市民税所得割額については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９

第１項に規定する指定都市により課されている場合にあっては、地方税法第３１４条の３

第１項に規定する所得割の税率を１００分の６として算出した所得割の額とする。 


